[bookmark: OLE_LINK1]（様式第１－３号）
令和　　年　　月　　日
特許等取得支援事業申請書
公益財団法人千葉市産業振興財団
理事長　様
申請者　商号又は名称　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　印

特許等取得支援事業について以下のとおり申請いたします。
	支援希望知的財産権
	□特許権 　 □実用新案権 　 □意匠権 　 □商標権

	所在地
	〒　　　－　　　　


	連絡先
	TEL
	FAX

	
	E-Mail

	担当者(氏名)
	

	業種
	
	従業員数
	人

	資本金
	千円
	売上高(年間)
	千円

	創業年月日(予定)
	
	法人設立年月日(予定)
	

	事前相談実施日
	令和　年　月　日
	事前相談
担当コーディネーター
	

	出願する
知的財産権の名称
	

	発明・考案・創作者
	

	権利承継書類の写し
	□ 就業規則等　　□ 職務発明規程等　　□ 譲渡証等

	依頼弁理士事務所名・担当者名
	

	所在地
	〒　　　－　　　　


	連絡先
	TEL
	FAX

	
	E-Mail



	特許等の権利化促進について

	外国出願予定
	□予定あり → 出願予定国： □ 米国　　□ 欧州
　　　　　　　□アジア（　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
□予定なし

	審査請求予定
	□同時または直後　　□１年後　　□２年後　　□３年(期限内に)

	早期審査の利用
	□利用する　　　□利用の予定はない

	その他 利用予定の知財関連支援制度
	




１．出願する知的財産権について
	知的財産権の内容や特長
	※《特許権・実用新案権の場合》出願しようとする発明や考案により解決される課題や期待される効果等のほか、従来技術との相違点や当該技術等の特長、原理などについても説明してください。（図面等を適宜使用してください）
《意匠権の場合》出願しようとする意匠の内容等について、そのデザインを明記し、新規性・創作性の特長とともに説明してください。
《商標権の場合》出願しようとする標章(文字・図形等)及び区分を示し、標章等に考案理由があれば説明してください。

	
	

	出願の動機、目的、必要性
	※出願に至った経緯や出願の目的・必要性について、出願後に想定する活用方法なども含めて説明してください。

	
	

	先行技術・類似調査の状況
	※データベース検索による検索式及び検索結果等を示し、先行技術・類似調査の結果を記載してください。

	
	




２．出願する知的財産権の活用と今後の事業展開について
	新たな製品やサービス等への活用
	※出願する知的財産権を活用した新製品・新サービス、あるいは事業戦略等の概要について、実行スケジュールとともに説明してください。

	
	

	対象市場の状況
	※新たな事業展開をする上でターゲットとする市場とその規模、当該事業の新規性・優位性等に基づく価格設定方針等について説明してください。

	
	

	販売方法とＰＲ方法
	※今後の事業展開に際して、具体的に想定する顧客に対してどのようにプロモーションし、どのように販売（提供）していくのかについて、市場投入までの実行スケジュールとともに説明してください。

	
	




	見込まれる事業効果
	※当該事業が自社に与える継続的な事業効果（事業競争力、社員の意識改革等）について説明してください。

	
	

	事業実施上の課題
	※出願後、事業展開する上で想定される課題等(例：関連技術の確立、実証試験の必要性、品質管理の向上、ブランド戦略の構築、資金調達、社内体制整備など)があれば記載し、あわせて対応策及びスケジュール等について説明してください。

	
	


※この用紙に書き足りない場合は、他の用紙を添付しても可。
※申請書に添付する書類　(1) 出願手続きの委任先弁理士が作成した見積書の写し
(2) ２期分の決算書(創業予定者については事業計画書)の写し
(3) 権利承継書類の写し
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誓　約　書

令和　　年　　月　　日
公益財団法人千葉市産業振興財団
理 事 長 様

所在地又は住所　　
商号又は名称　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印


公益財団法人千葉市産業振興財団（以下「財団」という。）が実施する「公益財団法人千葉市産業振興財団ニーズ対応型支援事業実施要綱」第３条第１項に掲げる事業の申請を行うにあたり、下記のことを誓約します。

記

	１．当該事業の実施要綱の記載内容を熟読し、申請書に虚偽がないことを誓約します。
	☐はい

	２．当該事業の実施要綱第４条第２項に規定する事業者等ではありません。
	☐はい

	３．千葉市及び財団に対する賃料・使用料等の支払いが滞っていません。
	☐はい

	４．過去に財団・国・都道府県・市区町村等から助成や支援を受け、不正等の事故を起こしていません。
	☐はい

	５．自社と資本関係のある会社、役員等又は社員を兼任している会社、代表者の三親等以内の親族が経営する会社等との取引に係る費用が支援対象経費に含まれていません。
	☐はい

	６．当該事業の申請をした事業を行う者(法人その他の団体にあっては、その役員等(業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者をいう))が千葉市暴力団排除条例第９条に規定する暴力団等又は暴力団密接関係者に該当せず、将来においても該当しません。また、当該事実を確認するため、千葉県警察に照会されても異議ありません。
	☐はい

	７．当該事業の実施年度以降も、財団の行う定期的な調査、ヒアリングに協力できます。
	☐はい

	８．当該事業の支援対象経費は、国・県・市・その他機関から受けた若しくは受ける予定である補助金、助成金の対象経費と重複していません。
	☐はい



[bookmark: _GoBack]なお、誓約した内容と事実が相違することが判明した場合には、当該事業を受けられないこと又は当該事業の決定の全部若しくは一部を取り消されることになっても異議はありません。また、これにより生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。


